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香港貿易発展局 

 大阪事務所 次長 

田中洋三 

 

 

はじめに 

「香港」といえば、すぐに思い出すのはグルメや観光ではないでしょうか。ビジネス

として香港を考えた場合、関税がかからないフリーポートですが、人件費が高い、家賃

が高い、マーケットが小さいなどといった断片的な情報が先行しがちです。香港は 1997

年に中国に返還され 50 年間は「一国二制度*」が運用されるのですが、中国であって中

国でない香港というのは少しわかりづらいかも知れません。また、日本では香港のビジ

ネス情報が入手しにくいですし、香港をビジネスでどう活用すればいいのかはもっとわ

からないかも知れません。そこで、「ビジネスの場としての香港」をご紹介していきた

いと思います。 

 

香港とは 

 イギリスから中国へ返還後、香港は特別行政区と定められ、中国政府が担う外交・

国防以外は高度な自治権を有して行政を行なっています。つまり、香港は中国でありな

がらイギリス植民地時代と同じ法制度を保ち、通商上も外国とほぼ同様の扱いになって

います。香港の人口は約 734 万人で、一人当たりの GDP は 43,400US ドル（いずれも

2016 年）です。一人当たりの GDP は日本のそれを凌駕しており、実は香港そのものに

も大きな消費力（マーケット）が存在することを示しています。税制度は、法人事業税

16.5%、個人所得税 15%と低税率の上、消費税や相続税も存在しないため、極めて低税

制であるといえます。 

 世界中から香港への年間渡航者数が約 5,670 万人（2016 年）です。ちなみに、日

本へ入ってくる渡航者数はここ数年急速に増加しているとはいえ 3,000 万人弱（2016

年推計）ですから、日本との流入人口の差は歴然としています。また、香港の競争力の

源泉は「華人ネットワーク」といえます。一般的に「地位を重視」する日本人に比べ、

香港を含めた華人・華僑の特色は「（地位に関係なく）人との繋がりを重視」するとい

う点であり、この特色を生かした人的ネットワークがビジネスにも大いに生かされてい

ます。香港はアジアの中心に位置し、東洋と西洋が交わる場所。母語は広東語ですが、

英語や北京語も通じることから、世界中から様々なビジネスマンが集まり、同時に活き

た情報の宝庫にもなっているわけです。 

 

香港貿易発展局について 

 さて、ここで香港貿易発展局についても紹介しておきましょう。香港貿易発展局は

香港政府傘下の貿易促進機関で、ビジネスにおける香港のプロモーションを行なってい

ます。日本でいえば JETRO（日本貿易振興機構）のような機関ですが、日本から香港、
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また香港から日本と「双方向」のビジネスサポートを行なっている点が特徴です。日本

では東京と大阪のみですが、世界には 46 の事務所を有しています。日本各地でセミナ

ーを開催して各種ビジネス情報をご提供するのはもちろん、香港企業 27 万社（全世界

では 80 万社強）の企業データベースを有しており、ビジネス・パートナーとしての香

港企業を数多く紹介してきた実績があります。また、香港には世界中からビジネスマン

が集まる為、毎年 40 本近くの国際展示会を主催・運営しています。 

  

        

日本人がビジネスしやすい香港 

 日本と香港は貿易面でも密接な繋がりがあります。往復貿易で約 466 億米ドル

（2016 年）の実績があり、電子部品、ゲーム機器、食品やアパレルなどアイテムも多

岐に渡っています。特に、日本から海外へ輸出するすべての農林水産物及び食品のうち、

香港向け輸出は圧倒的一位で、全体の四分の一近く（24.1%）を占めています。香港に

入った商品は、香港内で消費されるのはもちろん、中国や東南アジアなど第三国にも再

輸出され、香港はハブ機能を果たしています。 

 また、香港から日本への渡航者数は約 184 万人（2016 年）で、実に香港人の 4 人

に 1 人が来日している計算になります。うち 95%はリピーターで、香港人は日本人が思

っている以上に日本好きが多く、日本のことを良く知っているといえます。ちなみに、

日本から香港への渡航者数は 109 万人（2016 年）ですので、人口比から見ても香港人

が日本に対してより好感を持っているといっていいでしょう。香港人の間では日本食

（寿司、ラーメン、天麩羅、日本酒等）が流行っていますし、ここ数年は日本の陶器や

和建築（畳や障子等も含めて）にも人気が広がっています。香港は関税がなく、非関税

障壁も少ないことから、特に日本の中小企業様の海外第一歩のビジネスの地としても注

目されています。香港は世界のショーウインドウと呼ばれており、展示会や店頭での商

品露出は世界マーケットへの足掛かりとなります。 

 

「一帯一路」構想について 

 今、香港で話題になっていることのひとつに「一帯一路」構想があります。これは

中国の習近平国家主席が提唱した経済圏構想で、中国を起点に中央アジアから欧州へと

【約 50 万人集客する香港ﾌｰﾄﾞ･ｴｷｽﾎﾟ】 【展示会会場の香港ｴｷｼﾋﾞｼｮﾝ＆ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ･ｾﾝﾀｰ】 
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至る「陸路」と、中国沿海部か

ら東南アジアや中東、アフリカ

へ続く「海路」の２つでユーラ

シア大陸をつなぎ、一大貿易圏

を生み出す構想です。日本では

あまり報道されていませんが、

本構想は新たなビジネスを広

げるチャンスということで、世

界中から多くのビジネスマンが香港に集結して熱心に情報収集を行っています。今年は

9 月 11 日に香港エキシビション＆コンベンション・センターにて「一帯一路サミット」

が開催されます。本サミットは日本では決して得ることができない情報が満載ですので、

ご興味があれば香港貿易発展局大阪事務所まで是非ご連絡下さい。 

 

おわりに 

いつもエネルギーに満ち溢れ、様々な情報が得られる香港は常に新しいチャンスで満

ち溢れています。その分競争が激しいともいえますが、競争は世界中どのマーケットに

もつきものです。先ずは、香港で開催される各種展示会をご覧になり、香港がもつ可能

性を体感していただければと思います。ご興味があれば、是非一度香港へお越し下さい。 
 

注）*中華人民共和国を唯一の中央政府とし、大陸は社会主義制度、香港は高度な自治権を有する特

別行政区として資本主義制度を実行すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香港貿易発展局 （Hong Kong Trade Development Council） 
1966 年、英国植民地であった香港において、条例に基づき設立された準政府系貿易

促進機関。2017 年 3 月末現在、中国本土の 16 ヶ所を含め世界各地に 46 ヶ所の拠点

を有し、香港と中国本土、第三国との間の双方向の貿易振興に当たっている。日本

における拠点は東京・大阪の 2 ヶ所。年間 40 本近くの国際展示会を開催する他、出

版事業、ビジネス･マッチング、オンラインソーシングや香港・中国に関するセミナ

ー、ワークショップ、シンポジウムの開催、香港日本経済委員会、日本香港協会全

国連合会事務局のサポートなど多岐に亘る事業を展開している。 

 

 

田中 洋三 （たなか ようぞう） 

香港貿易発展局 大阪事務所 次長 
大阪市出身。大阪外国語大学中国語学科 

卒業後、グンゼ株式会社入社。主にレデ 

ィス・インナーの販売企画を担当。 

その後、インナー全般（メンズ・レディ 

ス・キッズ）のアメリカ及び東南アジア 

向け製品輸出業務に従事。また大連に長期滞在し、レディス・インナーの中国国内

テスト販売を開始。1999 年より山東省のグンゼ合弁会社に出向、2000 年からは北京

駐在にてインナー全般の中国国内販売を指揮。2003 年より香港貿易発展局に転じる。

ファション、食品、物流等、各産業の貿易振興を担当する傍ら、中小企業の香港・

中国進出に際してのアドバイザリー業務に従事。西日本における地方行政・関係機

関及び企業の海外展開支援に尽力している。 
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国際業務部 アジア室 

主任 齋藤 豊 
 

昨年から中国関連の情報誌等でレンタサイクルについて採り上げられる事が増えてき

ました。今回はその上海で活況のレンタサイクルビジネスについてご紹介致します。 

上海ではレンタサイクルが老若男女問わず利用されています。このレンタサイクルに

はオレンジ色、黄色、青色、緑色の 4 色の車種があり、どの車種もスマートフォン（以下

スマホ）から登録、デポジット（保証金）を入金し利用を開始するという所は同じですが、

それぞれ会社が違っており、料金や特徴が少しずつ違います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

以前からも公共自転車サービスはあり、比較的利用者の満足度は高いようでしたが、

「デザインが古い」、「駐輪場に停めるのが面倒、駐輪場に空きがない」等といった理由か

【オレンジ色（モバイク）】 【黄色（ofo）】 

【青色（小鳴単車）】 【緑色（享騎電単車）】 
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ら、課題も残っていました。そこにこのオレンジ色のモバイクをはじめとする 4 車種が登

場し、課題であった「デザイン」と「返却の自由さ」を解決しました。また、登録さえす

ればスマホで利用手続きが完結するという手軽さが人気に拍車をかけています。 

 

【図 1 四車種の特徴】 
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図１をご覧頂くと、少しずつ利用料金と特徴が違っていることがお分かりいただけま

す。どれを利用するかは悩むところですが、常にお気に入りの車種が近くにあるとは限ら

ないため、2 つ以上の車種の利用登録をされている方が多いです。 

  

今回ご紹介させていただいているレンタサイクルですが、2015 年 12 月からモバイク

が登場し、後続のレンタサイクルが絶え間なく続々と登場しています（現在も新たな車種

が登場しております）。また登場から現在にかけて 1 年も経過していませんが、車両・利

用者を見ない日はありません。 

今回は最も利用者数が多いとされているモバイクを例にビジネスモデルを解析してい

きます。このモバイクの導入には 1 台 1,500 元程度のコストが必要で、平均使用年数は 4

年とされています。利用料金（収入）は高いものでも 1 元/30 分のため、1 日 5 回利用さ

れたとして 1 台で 5 元を稼ぎます。モバイク社の HP には、中国国内外の 50 の都市に現

在 365 万台超の車両が普及されているとありますので、1 台で 5 元を稼ぐとすると、全車

両が利用された場合、1 日で 18,250,000 元（①）稼ぐ計算になります。 

 

ȆǱǯ ǒȐǵǑ ȐǢ 
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【図 2 収入と費用のマトリックス（1日あたりの仮定）】 
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また、利用者は利用料金に加えて、299 元の保証金を利用時に支払っています。現在

モバイクの利用者数は 2016 年 6 月末時点で 10 万人を超えたそうなので、保証金だけで、

29,900,000 元以上集金ができているということになります。中国では集金した保証金を銀

行預金で運用すれば、預金金利が 3.00％前後で運用ができます。そのため、単純計算です

が銀行預金利息収入だけで 897,000 元/年（897,000÷360＝2,491.66…、日割り計算後②）

の収入となっていることがわかります。 

平均使用年数が 4 年なので、1 日当たりの減価償却費は 1.04 元｛1,500 元÷（360 日/

年*4 年）｝となります。365 万台で仮定すると、3,796,000 元（③、1.04 元/台*365 万台）。

これに加え、日常の費用となる車両を設置する際の運送費用、故障車の修理費用があげら

れます。それらが仮に 1 日 2 元/台と仮定すれば、1 日あたり 7,300,000 元（④、2 元/日*365

万台）掛かる事となります。費用の合計は③＋④＝11,096,000 元/日となります。 

以上よりモバイクのビジネスで、（①＋②）－（③＋④）＝7,156,492 元（⑤、日本円

で 118,082,118 円）が粗利益として計上されます。 

  この結果に注目すると、「儲かるビジネスモデル」のように思いますが、実態はそう上

手くはいっておらず、事業の黒字化は未実現のようです。 

  なお事業の元手となる資金調達ですが、中国では政府系のファンドからの出資等によ

り資金調達がしやすい環境下にあるようです。加えて、レンタサイクル事業は自動車渋滞

の緩和、大気汚染抑制等、環境対策に繋がるものとして、助成金制度の利用等もできます。 

 

  今回ご紹介させていただいた「モバイク」ですが、実は 6 月初旬に神戸で開催されま

したベンチャー交流型イベント「Infinity Ventures Summit 2017 Spring Kobe」で、日本

で初めてモバイクの実機車両が公開されました。近く福岡市や札幌市においてサービスを

開始し、年内に 10 都市まで展開する計画です。 

 

  環境にも、お財布にも優しい「レンタサイクル」。今後日本でも見かけられることがあ

ると思いますので、是非一度試してみてください。 

以上 
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ȠȶȠɉɣɶȷɵʺ  
 

【ベトナム】  

今年第 2 四半期のベトナムでの失業率が 20.5%、失業者数は 112 万人に上っている。中で

も若者の失業率は 7.67%と全体より高く失業しているものの仕事を得られていない人の

51.3%が 15～24 歳であった。一方で我が国の厚生労働省によると 2016 年 10 月末の外国

人雇用状況は、国内の外国人労働者数は前年同月比 19.4％増の 108 万 3,769 人と 4 年連続

で過去最高を記録しており、ベトナム人が 5 割増となるなどアジアからが伸び、初めて 100

万人を突破するなど雇用情勢が改善している。 

 

【マレーシア】 

同国経済紙によると首都圏の二級ショッピングモールは供給過剰傾向にありテナント占有

率が 80%を下回っているため小売スペースを飲食店に変えて改善を図る傾向が続いてい

る。尚、客足の途絶えない一級モールへの影響はない模様。 

 

【中国】 

同国工業情報化省はこのほど、4 月末までに第 4 世代移動通信システム（４G）利用者が 

8 億 4,900 万人に達した発表した。中国通信最大手企業によると、4G の基地局は 2015 年

の 86 万カ所から 162 万カ所まで増加しており、13 億人超の人口をカバーできるようにな

っている。各社は基地局の増設と通信速度の引上げを行っており、結果通信料は下落して

いくとみられる。 

 

【中国】 

同国国家発展改革委員会は、「全国海洋経済発展に関する『第 13 次 5 カ年計画（2016～20

年）』」で、北部、東部、南部の三大海洋経済圏の強化とともに、中国指導部が掲げるシル

クロード経済圏構想「一帯一路」と同経済圏との協調的な融合を図るように求めた。同計

画では、シンセン（広東省）や上海などの都市で「グローバル海洋中心都市」形成を目指

すと明示、特に「一帯一路」建設の連結都市として、シンセンと上海の海洋経済の発展は

より高い位置付けにあると強調している。 

 

【タイ】  

明治グループの医療品会社、タイ・メイジ・ファーマシューティカル（バンコク市）はこ

の度、タイでスキンケア化粧品を発表した。タイでは一般消費者向けのヘルスケア製品の

市場が拡大しており、同社では熊本県産の良質な馬油などを配合した化粧品を 1,000～

1,580 バーツで、現地日系ドラッグストアなどを通じて展開、年間売上高 2,000 万～3,000

万バーツを目指す。また、今年末から来年初めにはラオス、カンボジア、ミャンマー、マ

レーシアなど周辺国でも販売を予定している。 

 

  



8 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（出所）各国（地域）統計，政府発表，ブルームバーグ 
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みなと銀行上海駐在員事務所 
 

中国長江デルタ経済圏へ進出をされている、または、今後進出や投資をご検討されて

いるお客さまのサポート 
 

上海駐在員事務所では、このようなサービスをご提供しております。 

 中国の金融経済等各種情報の提供 

 中国企業及び日系・外資系企業の動向調査 

 お客さまの中国進出に関する支援活動 

 

 
中華人民共和国上海市銅仁路 195 号 中欣大厦 3312 号室 

TEL．86-21-6289-8080  FAX．86-21-6289-8608 

 
 

 
 

 

 

 

 みなと銀行上海駐在員事務所は、2007年 4 月に開所
し、日本からの派遣社員 1 名、ローカルスタッフ 1 名
の計 2 名体制で業務にあたっています。 
 

 中国経済の成長減速などもささやかれていますが経

済規模、日本との経済面での関係を見れば、決して無

視することのできない国であります。 
 

 中国を生産拠点との位置付けから消費市場との位置

付けとし、更なる市場拡大を企図している企業も見ら

れます。 
    

当上海事務所は、中国に進出されているお客さまへの情報発信、現地ビジネスマ
ッチング、商談会、セミナーの開催など海外ビジネス支援を行っております。 
 

ご要望等ございましたら当上海駐在員事務所までお気軽にご相談下さい。 

みなと銀行 上海駐在員事務所長  的場 稔 


